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ガラス製品メーカーに勤務する社員Ｎ
（32歳）は、コロナ禍の影響による渡航
制限も少しずつ緩和されたため、2年ぶり
に海外の取引先工場の視察に向い、現地で
工場のラインの確認や視察などを行ってい
た。新商品製造用の機械を自らテスト作業
していた際に、機械の回転部分で指を挟ま
れ、負傷した。現地で応急措置的な治療を
受け、帰国後、労災認定の手続きを行った。

社員Ｎの海外渡航先でのケガは、海外で
の負傷ではあるが、業務上の労災として判
断された。

海外での労災認定であっても、業務上・
業務外の判断基準は国内と変わらない。労
災認定となる「業務災害」とは「労働者の
業務上の負傷、疾病、障害または死亡」で
「業務上」であるかの判断は災害が業務に
起因し（業務起因性）、災害が業務の遂行
中に発生＝労働者が事業主の支配ないし管
理下にある状態で発生したものであること
（業務遂行性）が必要とされるが、海外の
工場視察中という（業務起因性）に、視察
の目的でもあった工場機械の動作確認など
のテストを行うという行為は、（業務遂行
性）があると判断できる。
ただし、業務上・業務外の判断基準とは、
少し話しが脱線してしまうが、海外での労
災適用については、その業務が、海外「出
張」なのか、それとも海外「派遣」中のも
のなのかについて注意する必要がある。と
いうのも、海外での業務が海外「出張」と
して取り扱われる場合には国内での災害と

が
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同様に労災保険給付を受けることができる
が、海外「派遣」とみなされる場合には、
海外派遣者として特別加入をしていなけれ
ば労災保険給付を受けることができないも
のとなる。
労働者災害補償保険法の適用について
は、法律の一般原則として属地主義がとら
れている。国内の事業からの「出張」の場
合には労災保険の対象となるが、海外の事
業に「派遣」され、その事業に使用される
場合には労災保険の対象とならない。ここ
で、「出張」「派遣」という言葉の定義に
ついて説明しておこう。どちらも同じでは
ないか？という疑問があるかもしれない。
また、出張は短期間で、派遣は長期間で判
断されるのではないか？と想像してしまい
がちであるが、労働者災害補償保険法のな
かでは、きっちり区分けがなされている。
海外「出張」にあたるか、海外「派遣」
にあたるのかは、海外における勤務期間の
長短によって判断されるのではなく、その
労働者の海外における労働関係によって判
断さる。よって、たとえ海外での勤務が長
期にわたる場合でも、国内の会社の指揮命
令に従って業務に従事している場合には海
外出張となる。逆に、海外の事業場に所属
して、その事業場の指揮命令に従って業務
を行う場合などは、海外派遣とみなされる
ことになる。
もう少し具体的に見てみよう。
海外出張と海外派遣のケースを一般的に
例示すると次のようになる。
＜海外出張＞
①商談
②技術・仕様などの打合せ
③市場調査・会議・視察・見学
④アフターサービス
⑤現地での突発的なトラブル対処

⑥技術習得などのために海外に赴く場合
＜海外派遣＞
①海外関連会社（現地法人、合弁会社、
提携先企業など）へ出向する場合
②海外支店、営業所などへ転勤する場合
　③海外で行う据付工事・建設工事（有期
事業）に従事する場合（統括責任者、工事
監督者、一般作業員などとして派遣される
場合）
なお、「海外派遣」の場合は、海外派遣
者に関して特別加入の手続きを行っていな
ければ、労災保険による給付の適用を受け
られない。逆に言えば、海外派遣者に関し
て特別加入の手続きを行っていれば、前述
の（業務起因性）（業務遂行性）の判断基
準により、国内でのケガと同様に業務上外
の判断がなされることになる。
コロナも落ち着き、今後、以前と同じよ
うに海外へビジネス目的で渡航することも
増えるかもしれない。海外でケガがないよ
う行動には充分留意いただきたいが、その
渡航が「出張」なのか、「派遣」なのかに
ついては事前によく確認し、特別加入の手
続き必要な場合には、手続きを行ったうえ
で渡航することも検討する必要もある。

◇ SRアップ21：www.srup21.or.jp

業務遂行性検証 事故① 事故②
A：業務に従事してい
るか △ 〇

B：事業主の支配下に
あるか 〇 〇

C：施設管理下にある
か 〇 ×
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